
 

 

 

日本復活への道 

日本は大地震と津波に襲われてから 4年が経ち、経済を活性化するためのインフラに目を向けています。当社は先ごろ、

電力及び運輸セクターに焦点を当てて現地調査を行い災害からの復興状況を検証しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災の影響 

2011年 3月 11日、マグニチュード 9.0の巨大地震が東北地方の太平洋沿岸を襲

いました。東日本大震災として知られるこの地震は日本の記録に残る最も強力な

地震で、高さ 40メートルに及ぶ巨大津波という第 2の自然災害を引き起こし、

津波は内陸部に約 10 キロ入った地点まで到達しました 1。地震は人命、構造物

のどちらにも広範囲な被害をもたらし、製造業の生産が甚大な打撃を受けたほ

か、地域社会が完全に壊滅したことでさらなる混乱が広がりました。地震の後、

世界銀行は、この自然災害による被害は過去最大の 2,350億ドルに上るとの推測

を明らかにしました 2。 

 

こうした大規模な震災により、電力業界も被害を免れることはできませんでし

た。福島第一原子力発電所では津波による電源喪失で冷却システムが停止した結

果、3つの原子炉格納容器内部でレベル 7のメルトダウンが発生しました。日本

政府はそれを受け、予防的措置としてすべての原発に対しその後 2年間に亘り稼

働停止を命じたほか、原子力業界の新たな安全基準を監視するため政府から独立

した原子力規制委員会を設立しました。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力ロード 

福島で原発事故が起きる何十年も前から、日本は発電量の 30-40%を

原子力で賄い、ベースロード電源の多くを原発に依存してきました

3。事故を受けて全国の原子炉の稼働が停止された結果、電力供給の

ギャップが著しく拡大しました。政府はベースロード電源やピーク

ロード電源を確保するため火力発電所の増強を急ぎましたが、日本

は資源が乏しいことから海外からの化石燃料輸入が急増しました。

2013年度には液化天然ガス（LNG）や石炭を含む化石燃料が日本の

電源の 88%を占め、その比率は 2010 年度の 62%から大幅に上昇し

ました 4。円安の影響もあり、2014 の貿易赤字を過去最大の 1,090

億ドルに押し上げる要因となりました 5。 

しかも、日本国民が負担する電気料金は大震災後に 330億ドル増加し

ました 6。一般家庭向け電気料金は 2010年から 2013年の間に 19.4%

増加したほか、産業用は同期間に 28.4%も増加しました 4。 

 

原発の再稼働 

原子力発電所の稼働は停止されましたが、廃炉になったわけではあり

ません。電力会社各社は原子炉をいつでも再稼働できる状態を維持し

ており、検査や維持管理、修繕のため十分な人員を雇用しています。

また、各社は原子力規制委員会の規制を完全に満たしながら原子炉を

商業的に運転可能な状態にするのに必要なアップグレードを行うた

め、多額の資金を投じる方針です。電力会社は大震災前に稼働してい

た商業用原子炉 48基のうち 24基について、原子力規制委員会に再認

可の申請を行いました。現在、再稼働できる可能性が最も高いのは九

州電力の川内原発で、原子力規制委員会と地元自治体から再稼働の承

認を受け、日本政府と鹿児島県の承認を待っているところです。 

1ギガワットの原子力発電が再開できれば月間に約 8,300万ドルのコ

ストを節減することが可能で、年間では 10 億ドル近く節減できるこ

とになります。これは到底無視できるものではありません 3。しかも、

原子炉の運転を安全に再開することは、コストの高い化石燃料の輸入

を削減するという安倍首相の計画にも合致しており、安倍政権は川内

原発の再稼働を支持しています 6。また、経済産業省（METI）のエネ

ルギー基本計画には、「原子力は安全性の確保を大前提に、エネルギ

ー需給構造の安定性に寄与する重要なベースロード電源である」とし

たうえで、「原子力規制委員会により世界で最も厳しい水準の規制基

準に適合すると認められた場合には、その判断を尊重し原子力発電所

の再稼働を進める」と記されています 7。 

 

地震の多い日本では原子力発電所の安全性に対する

国民の懸念はまだ解消されていませんが、私たちは、

規制当局や電力各社は地元の不安を払拭する努力を

続けているような印象を受けました。原発の再稼働は

避けられない模様で、2015 年度末までに一部の原子

炉について運転が再開される可能性があります。老朽

化した原子炉を新たな安全基準に沿って稼働させる

には多額のコストが妨げとなる可能性があるため、大

震災前に稼働していた商業用原子炉 48基の一部は閉

鎖される見込みです。原子力は日本のエネルギー・ミ

ックスに組み入れられる見通しで、それは日本の経済

的安定にとっても重要なことです。原子力が公益の電

力源であるという認識が広がっていることや、火力発

電の削減を通じて温室効果ガスの削減を進めようと

する動き、そして原発を支持する規制当局や安倍政権

の姿勢は、原子力を組み入れた持続可能なエネルギー

計画を推進する原動力となっています。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未来の輸送手段 

東日本大震災や福島原発事故の影響から

経済が回復するのに伴い、日本は将来を見

据え、経済成長や温室効果ガス削減に関す

る目標達成を後押しするため、効率的な輸

送システムへの投資を続けています。 

日本は高速鉄道輸送のパイオニアとみな

されており、1964 年に新幹線を導入しま

した 8。それ以来、数多くの運輸会社が高

速輸送システムを取り入れたばかりでな

く、次世代の新幹線と言われる超電導磁気

浮上式リニアシステム（リニア新幹線）の

開発及び試験を進めてきました。この技術

を用いれば、列車は時速約 145キロで「ガ

イドウェイ」と呼ばれる軌道から浮かび上

がり、超電導磁石の力で停止や加速ができ

るようになります 8。リニア新幹線は摩擦

がなく、空気力学を生かした設計を取り入

れているため、最高時速は約 500キロに達

し、従来の新幹線の 270キロよりもはるか

に速い超高速輸送システムとなります。 

何年にも亘る試験を経て、初のリニア新幹

線の建設が承認され、東京－名古屋間で

2027 年の開業を目指すことになりまし

た。総工費は推定約 5兆円で、完成すれば

東京－名古屋間の所要時間は現在の 90 分

から 40分に短縮されます 9。さらに 2045

年までには名古屋―大阪間が開通する予

定で、そうすれば日本の 3大都市がリニア

鉄道で結ばれることになり、総事業費は 9

兆円に上る見込みです 9。 

 

飛行機ではなく列車で移動 

人口の高齢化が進んでいる上、建設に長い時間や多額のコストがかかることから、

多くの人々はリニア新幹線の商業的な現実性について疑問を抱いています。しか

しながら、リニア技術は従来の輸送手段に比べ安価で短時間での旅客輸送を可能

にするほか、機械的な接触や摩耗が尐ないことから設備の耐久年数も長くなりま

す。さらに、エネルギーや環境面の効率が高いほか、軌道が狭いため高速道路や

空港、従来の鉄道に比べ必要な土地も尐なくて済みます 10。また、高架や自動制

御など安全面でも優れており、衝突や人的ミスが起きる可能性が軽減されます 10。

しかも現在の新幹線は、リニアが完成するまでに開業から 50 年以上経ち新たな

軌道に交換する必要も生じる見込みです。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E6%B0%97%E6%B5%AE%E4%B8%8A%E5%BC%8F%E9%89%84%E9%81%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E6%B0%97%E6%B5%AE%E4%B8%8A%E5%BC%8F%E9%89%84%E9%81%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%AA%E3%83%8B%E3%82%A2%E3%83%A2%E3%83%BC%E3%82%BF%E3%83%BC%E3%82%AB%E3%83%BC


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、リニア新幹線は従来の鉄道旅行を快適なものにするば

かりでなく、駅から 3 時間以内の場所に運航している航空機

から市場シェアを奪うとみられます。リニアは航空機よりも

安い運賃で大量の人数を輸送することが可能で 10、毎日の運

転本数も多く、静かで振動も尐なく、遅れや待ち時間も尐な

くなるため、乗客に高い柔軟性や快適さを提供することがで

きます。それに加え、新幹線が排出する二酸化炭素は 1 座席

当たりボーイング 777-200 型機の 12 分の 1 程度に過ぎませ

ん 11。 

 

私たちはリニア新幹線の実現性について好ましい印象を持っ

ています。リニアは既存の鉄道ばかりでなく航空機とも競争

できる模様で、日本は次世代の長距離高速輸送のパイオニア

となりつつあります。 

 

日本の復活 

日本経済は再生しようとしています。2014年 12月の安倍首

相再選や政府が構造改革を進める姿勢を堅持していることは

明るい材料です。デフレサイクルの脱却を目指した日銀の金

融緩和は、引き続き日本経済にさらなる活気をもたらしてい

ます。しかも、円安や政府によるビザ政策の緩和を受け、海

外から日本を訪れる観光客が急増しています。予想通り原発

が再稼働されれば、輸入される化石燃料への依存度が低下し、

貿易赤字の縮小につながるほか、消費者や企業ユーザーの電

力コストも削減されることになります。そればかりか、リニ

ア新幹線の認可は、商業的、環境的に実現可能な国内の輸送

モデルを構築するため、先端的な技術への投資を通じて高速

輸送の将来像を描くことを目指しているのです。 

  

二重の自然災害による影響は 4 年後の今でも日本経済に重く

のしかかっていますが、日本が震災から立ち直る上で、秩序

を守りながら前向きに対応するという日本の文化が大きな役

割を果たしました。安倍首相の再選で示されたような経済に

対する信頼感や、電力及び輸送セクターにおける前向きのモ

メンタムは、日本が現在及び将来のニーズを満たす能力を持

っていることを示すものです。 
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